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研究大学コンソーシアム

研究大学コンソーシアム （RUC：Research University Consortium）の概要

 発足：平成２９年８月４日

 構成：研究力強化に積極的に取り組む大学の執行部（研究担当理事または副学長）
の集まりとして組織。現在は４１機関で構成。

※当初は、研究大学強化促進事業採択２２機関を中心としたものとして構成
（それに準ずる科研費採択実績などの基準を設定）

運営委員会

全 体 会 議

連絡会など

タスクフォース

研究大学コン
ソーシアム
シンポジウム

MIRAI-DX

提言 など ＷＰＩアカデミー
との連携 など

ＨＰによる
情報発信

幹事機関

自然科学
研究機構
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研究大学コンソーシアム構成大学等

中国・四国地区（５大学）
岡山大学、広島大学、山口大学、
徳島大学、愛媛大学

九州地区（５大学）
九州大学、
九州工業大学、
長崎大学、熊本大学、
鹿児島大学

北海道・東北地区（２大
学）
北海道大学、東北大学

関東地区（１２大学、４機構）
筑波大学、千葉大学、東京大学、
東京医科歯科大学、東京農工大学、
東京工業大学、電気通信大学、
一橋大学、横浜国立大学、東京都立大学、
早稲田大学、慶應義塾大学、
人間文化研究機構、自然科学研究機構、
高エネルギー加速器研究機構、
情報・システム研究機構

東海地区（４大学）
信州大学、名古屋大学、名古屋工業大学、
豊橋技術科学大学

近畿地区（４大学）
京都大学、大阪大学、神戸大学、
奈良先端科学技術大学院大学

北陸地区（５大学）
新潟大学、富山大学、金沢大学、福井大学、
北陸先端科学技術大学院大学

〇全体会議議長：名古屋大学 門松健治副総長
〇全体会議副議長：岡山大学 那須保友学長
〇幹事機関：自然科学研究機構
〇運営委員会構成機関（１１機関）：筑波大学、東京大学、東京工業大学、
名古屋大学、京都大学、大阪大学、岡山大学、九州大学、熊本大学、
奈良先端科学技術大学院大学、自然科学研究機構

（ご参考）
研究大学コンソーシアム構成大学等のうち
科学技術・学術審議会大学研究力強化委員会委員所属機関（７機関）：
東北大学、東京大学、東京農工大学（主査）、豊橋技術科学大学、
岡山大学、広島大学、人間文化研究機構

・赤字は運営委員会構成機関
・青字は令和５年度から参画した大学等
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研究大学コンソーシアムにおける
中規模研究設備の検討体制

大学共同利用機関
法人

国立大学国立大学

大学共同利用機関
法人

国立大学

私立大学

全体会議

代表

運営委員会

国立大学

公立大学

私立大学

大学共同利用機関
法人

連絡会

幹事機関
（事務局）

MIRAI-DXプラット
フォーム

タスクフォース
●エビデンスに基づく
分野をこえた研究連携
に関するＴＦ

●大学間連携による研究
基盤強化ＴＦ

RUC参画機関

中規模研究設備及
び支援体制に関す
るWG

博士人材育成に関するWG
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中規模研究設備に関する検討経緯
科学技術・学術審議会学術分科会研究環境基盤部会での「中規模研究設備の整備等に関
する論点整理」（令和５年６月２７日）をふまえ、ＲＵＣに検討ＷＧにて検討を開始

（抜粋）「中規模研究設備の整備等に関する論点整理」
科学技術・学術審議会学術分科会研究環境基盤部会 5



中規模研究設備に関する検討経緯

（抜粋）「中規模研究設備の整備等に関する論点整理」
科学技術・学術審議会学術分科会研究環境基盤部会 6



一人の研究者や大型の研究費、一つの大学だけでは、購入・維持・運
用が不可能となる規模の中規模研究設備（１億～１００億円前後）に
ついて、以下のような特徴がある。

３つの役割をもつ中規模研究設備：
（Ａ）最先端研究の推進、（Ｂ）新規技術・設備の開発、（Ｃ）基
盤的設備の提供、に分けられ、それぞれ役割ごとにあるべき姿は異
なる。

Ａ 最先端研究の推進： 「トレンドを捉える」
世界の研究動向・トレンドの調査を基盤とし、今後数年の間に戦
略的に必要となる最先端研究設備をいち早く導入する

Ｂ 新規技術・設備の開発： 「トレンドを作る」
世界の研究動向・トレンドを作り出すため、産官学の連携等によ
り新たな技術に基づく設備を開発する

Ｃ 基盤的設備の提供： 「トレンドを支える」
学術研究基盤を支える研究設備であり、（Ａ）や（Ｂ）を進め支
える上で、土台となる基盤的研究を実施する

中規模研究設備の特徴
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現行の予算のスキーム

設備整備に関する予算の枠組の課題

Ａ大学
設備マスタープラン

要求 要求

Ｂ大学
設備マスタープラン

・法人単位での予算要求スキーム
・大学ごとの戦略に基づいた設備要求
・初期の設備整備の要求のみ

中規模研究設備の特徴に即した新た
な予算スキームの検討

①法人の枠を越えた予算要求スキームの
拡大
研究トレンドの反映、
基盤的研究設備の整
備等、組織の枠を越
えた戦略的視点を要
求できる仕組み

②研究動向の反映、学術研究を牽引する
戦略的中規模研究設備整備枠の新設

研究のトレンドを捉
え、さらに学術研究
を牽引するために戦
略的に設備を整備す
る仕組み
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研究トレンド
を捉える

研究トレンド
を作る



（新たな枠組）

ニーズと戦略性の両輪による整備基盤
（新）「中規模研究設備ロードマップ」の策定

中規模研究設備の特徴をふまえた予算の枠組のあり方
個別の大学等が策定する「設備マスタープラン」に位置づけが難しい中規模研究
設備については、従来の個別大学枠を越える拡大枠と、トレンドを踏まえた戦略
的な設備整備の枠組の両輪で整備を進めることが必要。

【提案骨子】中規模研究設備の特徴に基づく提案

（検討１） 中規模研究設備に関して優先度を決めた予算の枠組みの検討

（検討２） 中規模研究設備の戦略的整備のしくみ、全国の研究者への共同利用の提供

（検討３） 中規模研究設備の運用マネジメント体制と強化

（検討４） 中規模設備の維持管理に必要な経費の継続的な確保

検討のポイント
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【提案骨子】中規模研究設備の特徴に基づく新たな戦略
ニーズと戦略性の両輪による整備基盤
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アドバンストな研究や開発には、高額な研究基盤、膨
大な人的資源、運営コストが不可欠
しかし、限られた予算の中では、研究インフラを効率
的にかつ戦略的に投資することが求められる

そこで、ハイテクな研究インフラを全国の研究者に広
く提供するためには、国のガバナンスシステムの確立
が必要不可欠。
学術研究の大型プロジェクトの推進に関する基本構想
に基づき実施している学術研究の大型プロジェクトの
戦略的・計画的な推進に合わせて、中規模研究設備も
戦略的整備が急務

革新的・アドベンチャー的な
研究の促進へ

既存の研究パラダイムから
独創的・画期的研究創成へ

国際研究協力・国際的
リーダーシップへ

共同利用基盤の確立→人材の育成と流動性の促進

組織の枠を越えた組織間連携型の
組織間連携設備マスタープランによる整備

（新）「中規模研究設備ロードマップ」の策定に基づく

戦略的な中規模研究設備の整備

組織の枠を越えた設備整備の必要性
研究のトレンドを捉える柔軟性
新たなトレンドを生み出す戦略性

国際的な研究競争力の強化
研究者・技術者の人材育成に貢献
産業界への波及効果

海外事例： 韓国では、国家戦略に基づき、18の政府機関、430の大学や研究機関を網羅した、ZEUSと呼ばれる科学技術研
究者のための中小研究設備を中心とした全国の共同利用・設備共用する研究設備基盤プラットフォームを整備している。これ
により、全国すべての研究者に研究インフラを利用する機会を平等に提供することを目指している。



大学

大学

共同利用・
共同研究拠点等

大学共同利用機関

組織を越えた
予算要求の枠組

中規模研究設備に関して国として優先度を決めた予算の枠組み：
単独大学ではなく、大学や大学共同利用機関、共同利用・共同研究拠点等に

よる組織の枠を越えたコンソーシアムとして予算要求していく仕組みが必要。

企業

（検討１）中規模研究設備に関して優先度を決めた予算の枠組み
の検討

法人・組織の枠を越えた枠組

研究力強化
産学連携競争力
経済への波及効果

11

最先端研究の推進
新規技術・設備の開発
基盤的設備の提供

研究トレンドを捉える
柔軟な研究の展開・新た
な研究トレンドを生み出
す
国際的な研究競争力強化に
貢献

組織の枠を越えた若手研
究者や技術者の育成



全国の研究者に広く設備利用の機会を提供
（全国への波及）

中規模研究設備の整備と共同利用体制、全国への波及：
すべての大学等に一つずつの中規模研究設備を配備する必要はない。単独大学

ではなく、地域ごと、整備戦略ごとに拠点を整備し、地域全体ひいては全国の研
究者が活用できるよう、共同利用できる体制が必須。

（検討２）中規模研究設備の戦略的整備のしくみ、全国の研究者
への共同利用の提供
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「トレンドを作る」「トレンドを支える」「トレンドを捉える」

地域ごと 整備戦略ごと

リモート・遠隔化を活用



中規模研究設備の運用マネジメント体制：
単に設備があるだけでは有効に活用できない。大学や大学共同利用機関、また、共

同利用・共同研究拠点が連携し、研究者、URA、技術人材が一体となった、技術開発、
運用、メンテナンス、研究支援、技術支援を行うマネジメント体制の構築が必須。

（検討３）中規模研究設備の運用マネジメント体制と強化

技術者
研究者

U R A

技術開発・実験伴走支援・人材育成

来訪者
生活環境 研究環境 人材交流

（クロアポ）

ONE
チーム

研 究 者 技術者（技術支援員）
実験サポート

研究 設 備

コンサル 実  験 解  析 成果発表 広  報

大学でできている範囲

中規模研究設備の必要なサポート範囲
（例）大学共同利用機関

大学の研究力に貢献・国力強化に寄与

組織として一体的な
サポートが必須

持続可能な
共同利用が可能

事務職員
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技術開発



中規模設備の維持管理に必要な経費の継続的な確保：
中規模研究設備は導入のための初期投資だけでは維持ができず、設備を支えるURA

及び技術人材の人件費等も含め、継続的に経費を維持する予算的な仕組みが必要。

（検討４）中規模設備の維持管理に必要な経費の継続的な確保

中規模研究設備の資金的課題  中規模研究設備の高度化及び価格の
上昇を鑑みた導入資金の確保

 ランニングコストなど維持経費の増
大及び継続的な支援の確保

 高度な技術トレーニング・研修の機
会の提供と技術者及びＵＲＡの人材
育成をふまえた体制の確保

 アカデミアにおける研究成果を基盤
とした企業との連携による新たな装
置開発の機会の提供

研究設備導入のための初期投資だけでなく、
研究設備を維持、運営し、共同利用を継続
して実施する予算的な仕組みを構築
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一体的・継続的
体制維持

アカデミアと産業界における、技術
開発及び人材育成など広い視野での
連携強化につながる



ＲＵＣ大学間連携による研究基盤強化タスクフォース
中規模研究設備ワーキンググループ

※ワーキンググループ長：自然科学研究機構
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RUC大学間連携による研究基盤強化タスクフォース
中規模研究設備ワーキンググループ：
（ワーキング参画大学）
東北大学、筑波大学、東京大学、東京工業大学、京都大学、大阪大学、
岡山大学、広島大学、九州大学、長崎大学、高エネルギー加速器研究機構
情報・システム研究機構、自然科学研究機構

今後の検討スケジュール：
２０２４年２月  WG開催及び勉強会開催
２０２４年３月  WG開催及びRUC全体会議
２０２４年３月下旬 検討のまとめ



中規模研究設備に関する
論点の整理

（補足説明資料）

研究大学コンソーシアム
自然科学研究機構

参考資料
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本資料は、以下の資料からの抜粋また一部改編
いたしました。

• 「中規模研究設備の整備等に関する論点整理」
科学技術・学術審議会学術分科会研究環境基盤
部会（令和５年６月２７日）

• 「中規模研究設備の重点配置の必要性 ー最
先端研究の国際的な研究環境の動向、大学共同
利用機関の活用ー」自然科学研究機構機構長
川合眞紀。科学技術・学術審議会学術分科会
研究環境基盤部会（令和５年５月３１日）
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18

「設備共用ガイド
ライン」より

中規模中核研究設備
トップダウン（戦略的重点整備）ボトムアップ

基盤的汎用機器等

研究設備の規模・分類

大学共同利用
機関法人の役割

最 新 技 術
NMR・

革 新 的 技 術
クライオEM・

中 核 設 備
UVSOR・

中規模研究設備とは何か？
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大学機能を特化することによって
○効率よく運営費交付金を活用
× 研究教育人材の流動性が低下
× 大学間での研究設備格差
× 教育を受ける機会の不均等化

共同利用機関では
○ 全国大学の教職員が先端研究を実施できるよう、施設の
共同利用を推進

○ 研究分野ごとに、大学共同利用機関ならびに大学附置研
究所の協力によって、全国を横断する支援体制を確立

中規模研究設備へのニーズの高まり
大学共同利用機関 分子科学研究所での実施例
・特殊な最先端研究施設・設備（UVSOR等）： 全国的に大学によらず一定の利用実績（左）
・汎用性の高い「機器・設備」   ： 重点支援１（地方貢献型）の大学で近年利用増加傾向（右図）

両者を備え、研究者の利用ニーズに応えるため、更新・維持が使命

縦割り・国内競争
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横串・国内協働

多くの学生・大学院生を抱える地方中堅大学の研究力強化により、
全国的な研究力の底上げが期待される

0
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件数

年度

UVSOR 施設利用件数の推移

重点支援３

重点支援２

重点支援１

解 消！
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件数
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汎用性の高い共同設備利用件数の推移

重点支援３

重点支援２

重点支援１
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DNA
シークエンサー

の変遷

従来の最先端シークエンサー
のイメージ写真 ( < 2,000 万円 )

1kbpのシークエンス

最先端の研究を行うための設備が（これまでと比較し）大型化・高度化・高額化している。

22

最近の最先端シークエンサーの
イメージ写真 ( > 2億円 )

1分子のHiFiシークエンスで 10-20kb 読める。
その結果、セントロメアやテロメアといった従
来では読めなかった「ゲノム部分」も読めるよ
うになった！
基礎生物学研究所では専属の技術職員が長い
DNAサンプルの調整に習熟している。

中規模研究設備の課題：大型化・高度化・高額化

DNA抽出など
解析前準備

最先端シークエンサー
によるシーケンス解析 DNA配列のデータ解析

大学共同利用機関に
おける

共同利用・共同研究
専門スタッフと共同で実施

（※消耗品程度）
５０万円程度

（※アカデミア利用の場合は
消耗品程度で実施）

共同で実施
（アカデミア利用の場合

は無料）

民間分析会社 未対応が多い（方法が確立
がされていない場合） ５０万円程度 １００万円以上

最先端シークエンサーを利用する場合の必要コスト

専門の技術スタッフの
支援が必要となっている
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